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以上のことから、本計画の作成や実施に当たっては、事業者をはじめとする幅広い関係者が
参画する低炭素まちづくり協議会を組織する等して、関係者の意見を集約し、合意形成を図り
ながら、着実に取組を進めていくことが望ましい。
また、本計画に、具体的な施策を記載する場合には、当該施策の実施主体との事前の協議等
の調整を行うことが望ましい。例えば、歩道や自転車通行空間の整備等の施策を記載する場合
には、道路管理者との事前の調整を行うことが望ましい。

| 低炭素まちづくり計画の区域
本計画の区域については、講ずる施策の種類やそれぞれの地域の実情に応じて設定されるこ
とが望ましいものであり、例えば公共交通機関の利便性の高いエリアに重点を置いて都市機能
の集約を図る必要がある場合には当該エリア、市街地周辺に広く分布している緑地の積極的な
保全を図る必要がある場合には当該緑地の分布に応じたエリア等、講ずる施策ごとに必要とな
る区域を適切に絞り込むとともに、それらを包括した区域として設定することが望ましい。

} 低炭素まちづくり計画の目標
本計画の目標においては、自家用車に過度に頼らない高齢者や子育て世帯にも暮らしやすい
まち、ネット・ゼロ・エネルギー／ゼロ・エミッション・ハウスの普及や蓄電池の導入促進等
によりエネルギー的に自立できるようなまち、緑豊かなまち等、当該計画により実現を目指す
べき将来の都市像を示すものとする。また、この都市像は本計画に位置付けられる各種施策を
体系的に講じていくことにより実現されるものであり、都市の低炭素化の促進につながるもの
として、当該計画の総合的な達成状況を的確に把握できるよう、例えば、個別施策ごとに目標
値を定めたり、本法第７条第２項第２号の事項毎に目標値を定めたりするなど、可能な範囲で
定量的な目標を設定することが望ましい。

~ 低炭素まちづくり計画の期間
本計画の期間については、当該計画の目標として記載する内容等も踏まえながら、目指すべ
き将来の都市像の実現に向け、各市町村において適切に設定するものであるが、例えば５年毎
に必要な見直しが行われることが望ましい。

� 他の計画との関係
本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地方公共団体実行計画（以下「実行
計画」という。）に適合するとともに、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）に基づく都市計
画区域の整備、開発及び保全の方針や市町村の都市計画に関する基本的方針と調和するものと
されている。また、これら以外でも、例えば緑地の保全及び緑化の推進の観点からは、都市緑
地法（昭和四十八年法律第七十二号）に基づく緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画（以
下「緑の基本計画」という。）との整合を図るとともに緑の基本計画においても低炭素化の視点
を盛り込む等、関連する他の計画との関係に留意するものとする。
また、本計画の作成に当たっては、当該計画と、都市の低炭素化を含む温暖化対策全般に関
する計画である実行計画、公共交通機関の利用促進を含む都市・地域における交通施策に関す
る戦略である都市・地域総合交通戦略、都市機能の集約化を含む中心市街地の活性化に関する
計画である中心市街地活性化基本計画等の関連する他の計画とで、記載事項が共通する場合に
は、両者を一体として作成することが可能であり、これにより計画間での内容の整合が自ずと
図られるとともに、市町村の計画作成に係る事務負担の軽減にもつながるものである。

] 低炭素まちづくり計画の目標達成のために必要な事項の記載に関する基本的な事項
{ 都市機能の集約を図るための拠点となる地域の整備その他都市機能の配置の適正化に関する
事項
【計画記載事項】
本計画には、高齢者福祉の向上や移動手段の改善、住民一人当たりの社会資本の維持コス
トの低減等の観点も踏まえた都市全体における都市機能の配置のあり方を踏まえ、都市機能
の集約を図るための拠点となる地域の位置及び当該地域に集約を図る主要な都市機能の概要

等について記載する。このうち、当該地域については、日常生活に必要な商業施設・業務施
設・医療福祉施設等が住宅の身近に集約され、徒歩や自転車による移動で日常生活の大半の
ニーズが満たされるような拠点となる地域を設定することが考えられる。
その上で、当該地域の整備を推進するため、例えば医療・福祉施設と共同住宅の一体的整
備、住宅と保育所等の身近な生活サービス機能の集約整備といった集約都市開発事業や、病
院や教育文化施設あるいは高齢者向け住宅などの集約立地、にぎわいを創出する交流施設の
整備等、集約整備・立地を進める各種事業の概要について記載することが考えられる。また、
これら各種事業の概要に併せて、当該地域の外からの都市機能の移転に係る負担の軽減や当
該地域内での空き家の除却、当該地域の外で生じる空き地等の適切な管理のための取組や緑
地等への転換を促す取組、当該地域の周辺における緑地の保全など都市機能の拡散を抑制す
る取組等、都市機能の集約化を促進するための環境整備に関する事項について記載すること
も考えられる。
こうした事項に加えて、都市機能が集約された都市において高齢者をはじめとする住民が
自家用車に過度に頼ることなく安心して生活できるような歩いて暮らせるまちづくりの実現
に寄与する歩道や自転車通行空間の整備、駐輪対策やバリアフリー化等に関する事項につい
て記載することが考えられる。また都市機能の集約を図るための拠点となる地域等へのアク
セスを確保するため、低炭素まちづくり協議会における交通事業者等との議論をもとに、公
共交通機関や住居等の適切な配置・誘導に関する事項等について記載することが考えられ
る。
また、都市機能の集約化に合わせて考慮されるべき、駐車施設附置義務の特例である駐車
機能集約区域並びに集約駐車施設の位置及び規模に関する事項、都市内物流の効率化を図る
ための各種のソフト施策と連携した未利用地の利活用や施設の共同利用等の荷捌き空間の適
切な配置に関する事項等についても記載することが考えられる。
【留意事項】
集約駐車施設を定めるに当たり、交通規制の実施、交通安全施設の整備等が必要となる状
況が現実に生じる場合には、都道府県公安委員会、道路管理者と十分に調整を図ることが望
ましい。

| 公共交通機関の利用の促進に関する事項
【計画記載事項】
◇シームレスな運送サービスの提供
本計画には、複数の公共交通機関の乗り継ぎ利便性の向上を図るため、交通結節機能の
高度化による鉄道、バス等の物理的な近接、共通乗車船券の発行やダイヤの連携といった
公共交通機関同士の連携、パークアンドライドの推進といった自家用車による移動との連
携の取組等について記載することが考えられる。
◇鉄道の利便性向上
本計画には、鉄道の利用者の利便の増進を図り、都市へのアクセス及び都市内の移動に
際しての鉄道の利用を促進するため、鉄道利用のニーズが高い地域における鉄道路線の新
設・延伸・改良や駅の新設・改良、子育て支援施設や医療施設等生活支援機能等の付与に
よる駅の地域総合拠点化や駅や車両のバリアフリー化といったハード施策、利用者が利用
しやすい運賃設定や共通乗車船券等の充実、運行ダイヤの改善、自家用車から鉄道による
通勤への転換を促す広報等のソフト施策等について記載することが考えられる。また、バ
ス等への乗継円滑化、駅前広場の整備等、多様な主体が協力した施策や駅等における再生
可能エネルギー発電設備の設置や蓄電池を活用した車両等の導入等についても記載するこ
とが考えられる。˜
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